
























































































































































































































































































































































































































【（図表２）Profi le of Zone Programs in Western Europe (selected countries) Number of zones37】
Country  Name Year established  Public Private  Type of zones
Cyprus 1973 １ ０ FTZ
Denmark 1891 10 ０ FTZ
Finland 1970 ２ ０ FTZ
France 1992 87 ０ EZ38, FTZ
Germany 1888 ８ ０ FTZ
Greece 1914 ３ ０ FTZ
Iceland N/A ２ ０ FTZ
Ireland 1958 ２ ０ EPZ39, FTZ
Italy 1719 24 ０ FTZ









34 World Bank Group, supra note 31, at 30.
35 EU加盟国は、このようなEU規則に従う必要がある（Council Regulation (EEC) No. 2913/92, Title IV, Chapter Three, enti-
tled “Free Zones and Free Warehouses” (Articles 166 through 182)）。
36 この他にも、西ヨーロッパの状況としては、世界初のEPZであるアイルランドのシャノンFree Zoneや、フランスの都市Free 
Zoneも注目を集めている。
37 World Bank Group, supra note 31, at 67.
38 EZは、Enterprise Zonesの略語である。
39 EPZは、Export Processing Zones（輸出加工区）の略語である。
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Malta 1988 11 ０ FTZ
Portugal 1980 ２ ０ FTZ
Spain 1998 ５ ０ FTZ, SEZ
Sweden 1785 ４ ０ FTZ
Switzerland 1854 ４ ０ FTZ




















ria Sturm教授44に、②９月２日は、ABA HQ in ViennaのInternational DirectorのWilfried 
Gunka氏とDeloitteのHerbert Kovar氏に加えて、③JETROウイーン事務所の小野裕章所長に、
④９月３日は、Amada Austria GmbH45の川端勝彦社長に、⑤９月４日は、ミュンヘン大学経
































































































57 オーストリア税制の詳細は、ABA「INVEST IN AUSTRIA: TAX ASPECTS」（2014）
　〈http://www.salzburgagentur.at/fi leadmin/documents/Hilfreiche_Links_fuer_UnternehmerInnen/ABA_Tax_Aspects_
Austria_2014.pdf#search=’ tax+aspects+austrian’〉と、DeloitteのHerbert Kovar氏の配付資料「Business Relationship 





























































































　Invest in Bavariaとは役割は異なるが、「企業進出・売出部門」を担うBayern Internationalも存在する。州政府が出資をして
いるBayern Internationalは、ビジネスパートナー探しから、国内・国外の共同事業までサポートしている。バイエルン州内の企

































































































































































































































































































































































































131 特定非営利活動法人NDA（Nago Development Authority：名護経済特区開発機構）のホームページ〈http://nda.city.nago.
okinawa.jp/corporate/results/〉。













































































































































































































































































































































































































































































































































































193 Erin A. O’ Hara & Larry E. Ribstein, The Law Market (Oxford Univ. Press, 2009).　なお、Law Marketに関する国内文
献としては、伊達竜太郎「Law Market ～アメリカにおける会社法市場の基礎理論～」沖縄大学法経学部紀要15号（2011年）35頁、
伊達竜太郎「会社の設立準拠法主義の機能～アメリカにおける準拠法選択の議論を軸にして～」沖縄法学42号（2013年）27頁。
194 この点について、筆者は、2013年6月の第118回九州法学会（学術大会）シンポジウム『経済特区・企業・法－国際的ゲートウェ
イを目指す沖縄の取組－』において、パネリストとして、「Law Market・米国デラウェア州の状況・沖縄経済特区への示唆」の研
究報告を行う機会に恵まれた。この点については、伊達・前掲注（170）71頁以下で検討している。
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特区等について、一定の法の適用がある地域と捉える場合、どのように沖縄経済特区を位置づ
けるのかについてである。まず、Law Marketの概念は、Demand side（需要側）から、当事
者はコストのかかる望ましくない法域の規制を回避し、特定の法域の法選択をする当事者の意思
が重要である。次に、Supply side（供給側）から、当事者の法選択に影響を及ぼす利害集団が、
法域の法形成に対するインセンティブを有する。このように、Law Marketの観点から、沖縄経
済特区を分析すると、Supply sideとして、国や沖縄県による「企業誘致」の様々なメニューが
存在する。また、Demand sideとして、「企業進出」「起業」「法域選択」等からの考察が可能で
ある。
将来的には、「Law Market」について、米国や欧州で議論のある会社法の州間競争や国家間
競争という観点から、主に「会社法と市場」の「国際会社法」と「会社従属法」をめぐる議論を
展開していく予定である。この場合、米国の上場企業の半数以上が設立しているデラウェア州や、
欧州で「企業誘致」に成功している英国・アイルランド・スイス・オランダ等の法制度や判例・
諸文献を分析していくことにしたい。
今後、沖縄経済特区では、さらなる制度設計と実務上の運用を改善し、経済特区への多様な業
種の関連企業の集積と雇用促進が望まれる。沖振法の改正を生かし、沖縄県や各市町村の関係者
は、沖縄経済の真の自立と持続的な発展を可能にするためにも、さらなる進出企業の誘致と経済
特区の活性化に取り組むことが期待される。個人的な研究上の側面としては、上述した「沖振法
の要件等」「管理運営主体」「Law Market」という経済特区をめぐる法的な課題について取り組
んでいくことにする。このような観点を踏まえて、新たな研究成果を蓄積することで、わが国に
おいて、経済特区の分野におけるさらなる理論的な発展に寄与することを願いつつ、本報告書を
終えることにしたい195。
【付記】本報告書は、2014 ～ 2018年度沖縄法政研究所（共同研究）の「沖縄経済特区と法」に
おける研究成果の一部である。
195 その他の経済特区をめぐる法的な論点としては、徳本穰「FTZに関する法制度の比較法的研究～紛争処理の仕組を中心として～」
大内和臣＝西海真樹編『国連の紛争予防・解決機能』519頁（中央大学出版部、2002年）。
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